
議 会 改 革 検 討 委 員 会 日 程（第２８回） 

平成３０年７月２６日（木） 

午後２時 ６０１会議室 

１ 検討課題の協議 

 (1) 議決事項の見直し 

 (2) 議案の提出のあり方（指定管理議案など） 

２ その他 
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計画名 計画期間

国土強靱化地域計画 

国際施策推進プラン

まち・ひと・しごと創生総合戦略

地域福祉計画

都市計画マスタープラン

地震防災戦略
臨海部防災対策計画 
防災都市づくり基本計画
耐震改修促進計画
消費者行政推進計画
上下水道ビジョン
上下水道事業中期計画 
自殺対策総合推進計画
高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
高齢者・障害児者福祉施設再編整備基本計画
障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画
住宅基本計画
健康増進計画
食育推進計画
かわさき保健医療プラン
市立病院中期経営計画

子ども・若者の未来応援プラン

教育振興基本計画 かわさき教育プラン

学校施設 期保全計画

環境基本計画

地球温暖化対策推進基本計画

水環境保全計画

一般廃棄物処理基本計画

緑の基本計画

新多摩川プラン
産業振興プラン
商業振興ビジョン
農業振興計画
情報化推進プラン
ウェルフェアイノベーション推進計画
川崎港港湾計画
総合都市交通計画
道路整備プログラム
市バス事業経営プログラム
スポーツ推進計画
文化芸術振興計画
文化財保護活用計画
シティプロモーション戦略プラン
新・かわさき観光振興プラン

人権施策推進基本計画

男女平等推進行動計画

資産マネジメントカルテ
協働・連携の基本方針 
かわさきパラムーブメント推進ビジョン
グリーン・イノベーション推進方針
地域包括ケアシステム推進ビジョン
都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
臨海部ビジョン
自転車利用基本方針

※計画終期が空欄の計画等は、終期の設定がないもの

分
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総合計画と連携する計画一覧（「川崎市総合計画第２期実施計画」より）

基
本
政
策
１

基
本
政
策
２

基
本
政
策
３

基
本
政
策
４

基
本
政
策
５

2



都市
地方自治法第９６条第２
項に基づく議決事件を規

定する条例
制定年 特徴的な議決事件 追加された経緯、取扱い等 当該規定に基づき議決された直近の事例

札幌市 札幌市議会の議決すべき
事件に関する条例

昭和３２年 電力報償契約の締結又は解除 条例制定時期が古いため不明。 事例なし（昭和６２年まで確認）

仙台市 仙台市議会の議決事件に
関する条例

平成１６年 仙台市環境基本計画の策定、変更又は廃止
条例制定時、「議会改革等検討会議」において、仙台市環境基
本計画を議決事件に追加することが確認された。

平成２８年第１回定例会
仙台市環境基本計画に関する件
※賛成多数原案可決

横浜市 横浜市議会基本条例 平成２６年

市政の各分野における政策及び施策の基本的な
方向を定める計画、指針等(当該計画、指針等
の期間が３年以上のもののうち、市政運営上特
に重要なものに限る。)の策定、変更又は廃止

常任委員会において、所管局から計画等の素案に関する所管事
務の調査（報告）が行われた際に、当該計画等を議決事件とす
べきか否かについて、各委員会において判断している。

平成３０年第１回定例会
・第７期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定
 ※賛成多数原案可決
・よこはま保健医療プラン２０１８の策定
 ※賛成多数原案可決
・横浜教育ビジョン２０３０の策定
 ※賛成多数原案可決

新潟市 新潟市議会の議決に付す
べき事件に関する条例

平成１８年
都市計画に関する基本方針の策定、変更または
廃止

都市計画に関する項目を議決事件に追加することについて議会
内部から提案があり、議会運営委員会で協議の上、平成20年３
月定例会において条例改正を行った。

平成２０年６月定例会
都市計画法第１８条の２の規定により定める都市計画に関する基本
的な方針を定めることについて
※賛成多数原案可決

名古屋市
市会の議決すべき事件等
に関する条例

平成２２年
名古屋港管理組合設立に伴い、本市が愛知県及
び名古屋港管理組合と締結する職員の身分、財
産等に関する協定

当該条例の制定当時、従前から議決事件であった当該案件につ
いて、引き続き議決事件として指定することとした。

事例なし（平成１５年まで確認）

京都市 京都市会基本条例 平成２６年
通称を命名する権利の付与の対象とする施設を
定めること

設であり、施設の名称は条例で定められているが、ネーミング
ライツを付与することは、条例を改正せずに施設の名称を実質

判断し、議決事件に追加することとしたもの。

平成３０年定例会（５月市会）
通称を命名する権利の付与の対象とする施設について（京都市宝が
池公園運動施設フットサルコート）
※賛成多数原案可決

地方自治法第96条第2項の
規定による議会の議決す
べき事件に関する条例

平成２６年
株式の売払いでその予定価格が100,000,000円
以上のもの

市が保有する株式の売却に関するもの。
平成２７年第２回定例会
株式の売払いについて（市所有の株式会社海遊館の株式を売却する
もの）
※賛成多数原案可決

大阪市高速鉄道事業及び
中量軌道事業の引継ぎに
関する基本方針の策定を
方自治法第96条第2項の規
定による議会の議決すべ
き事件とする条例

平成２７年
大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の引継ぎ
に関する基本方針の策定 方針策定に関するもの。

平成２８年第３回定例会
大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の引継ぎに関する基本方針の
策定について
※賛成多数原案可決

大阪市自動車運送事業の
引継ぎに関する基本方針
の策定を地方自治法第96
条第2項の規定による議会
の議決すべき事件とする
条例

平成２７年
大阪市自動車運送事業の引継ぎに関する基本方
針の策定 本方針策定に関するもの。

平成２８年第１回定例会
大阪市自動車運送事業の引継ぎに関する基本方針の策定について
※賛成多数原案可決

堺市 堺市議会の議決すべき事
件等に関する条例

平成２１年

市が当事者となる協定及び提携（これらのうち
契約であるもの及び法律の定めにより議会の議

るものに限る。）のうち本市に金銭の負担が見
込まれるもの（当該協定又は提携を行う年度の
負担の見込みが80,000,000円を超えるものに限
り、既に予算の議決を得ているものを除く。）
の締結、変更及び廃止

企業との協定締結に当たっては議会の議決を必要とすることと
した。

事例なし

地方自治法第221条第3項の法人に対する出資
及び市が出資することにより当該法人が同法同
条同項の法人となる当該出資に関すること

条例制定時期が古いため不明。
平成１８年第５回定例会
財団法人福岡市森と緑のまちづくり協会に対する出資について
※賛成多数原案可決

公有水面の埋立てをする権利を譲り渡し、又は
譲り受けること

条例制定時期が古いため不明。
平成１７年第１回定例会
公有水面埋立権の譲受けについて
※賛成多数原案可決

大阪市

福岡市
地方自治法第96条第2項の
規定による議会の議決す
べき事件に関する条例

昭和３２年

各政令指定都市における特徴的な議決事件に関する概要
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